
 
第 67 回教育研究評議会議事録 

 

Ⅰ 日 時 平成 21 年 9 月 17 日（木） 14 時 00 分～15 時 55 分 

 

Ⅱ 出席者 議 長 山田学長 

      評議員 清水、赤平、田中、鈴木、五十嵐、阿部、西川、坪井、山田(秀)、村上、大田、

東、五十殿、中山、山田(宣)、庄司、金井、吉田、海老原、大塚、阿江、玉川、

竹内、溝上、植松、永田、波多野、菊地、朝岡、吉川、本澤、石田、加賀、佐藤、

深水、板野 

          代理出席  福井国際総合学類長(北脇信彦社会･国際学群長代理) 

 

Ⅲ 議 題  

〔審 議〕 

(1) 新型等のＡ型インフルエンザに係る平成 22 年度学群入試の対応について ------- 〔審資料 1〕 

(2) 本学独自の奨学金制度の創設について -------------------------------------- 〔審資料 2〕 

(3) 外国語(英語)教育の改革について ------------------------------------------ 〔審資料 3〕 

(4) 平成 22 年度学年暦について ----------------------------------------------- 〔審資料 4〕 

(5) 平成 22 年度入学試験実施に伴う授業の臨時休業措置等について --------------- 〔審資料 5〕 

(6) 大学教員業績評価全学評価委員会の設置について ---------------------------- 〔審資料 6〕 

(7) 中国における海外拠点の設置について -------------------------------------- 〔審資料 7〕 

(8) 利益相反規則の一部改正について ------------------------------------------ 〔審資料 8〕 

 

〔報 告〕 

(1) 第二期中期計画に係る年度別実行計画（年次計画）の策定について ------------ 〔報資料 1〕 

(2) 平成 22 年度概算要求の概要について --------------------------------------- 〔報資料 2〕 

(3) 教育研究高度化のための支援体制整備事業の実施について -------------------- 〔報資料 3〕 

(4) 平成 21 年度公募型教育研究資金及び競争的資金関係対応状況について --------- 〔報資料 4〕 

(5) マリンバイオ共同推進機構の設置及び運営に関する協定の締結について -------- 〔報資料 5〕 

(6) 平成 21 年度科学研究費補助金研究科専攻等別採択状況について --------------- 〔報資料 6〕 

(7) 筑波大学における利益相反マネジメントの状況について ---------------------- 〔報資料 7〕 

(8) 筑波キャンパスＣＯ２排出量･エネルギー使用量実績(8 月分)について ---------- 〔報資料 8〕 

(9) 平成 21 年度筑波大学附属図書館特別展について ----------------------------- 〔席上配付資料〕 

(10) 最先端研究開発支援プログラムの支援の進め方について ---------------------- 〔追加資料〕 

(11) 平成 22 年度国際化拠点整備事業（グローバル 30）の申請について 

 

 

Ⅳ 議 事 

 〔審 議〕 

１ 審議資料 1に基づく審議の結果、原案どおり承認された。 

 

２ 審議資料２に基づく審議の結果、原案どおり承認された。 

なお、評議員から、創設決定後には迅速に公表・ＰＲされるよう対応願いたい旨の発言があった。 

 

３～４ 審議資料３～４に基づく審議の結果、それぞれ原案どおり承認された。 

 

５ 審議資料５に基づく審議の結果、原案どおり承認された。 

なお、新型等のＡ型インフルエンザによる追試験が実施される際には、臨時休業等について改め

て協議されることとなる旨の補足説明があった。 
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６～８ 審議資料６～８に基づく審議の結果、それぞれ原案どおり承認された。 

 

 

 〔報 告〕 

１ 報告資料 1に基づき報告があった。 

 

２ 報告資料２に基づき報告があった。 

なお、ビジネス科学研究科専門職学位課程法曹専攻の入学定員の改訂に関連して、同研究科長か

ら新司法試験の結果を踏まえて状況を分析中である旨の発言があった。 

 

３ 報告資料３に基づき報告があった。 

 

４ 報告資料４に基づき報告があった。なお、本学の現状として、特に、若手研究やシーズ発掘分野

での採択率が低いこと、また、国際関係分野での申請が少ないこと等について補足報告があった。 

 

５ 報告資料 5に基づき報告があった。 

 

６ 報告資料６に基づき報告があった。 

なお、平成 22 年度の公募要領は日本学術振興会のホームページ上でも公開されており、各部局

において申請書類の事前チェック等十分に対応願いたい旨の要請があった。また、来年度において

も「ステップ・アップ支援経費」の措置を予定しており、基盤研究（Ａ）への申請を奨励願いたい

旨の補足説明があった。 

 

７～10 報告資料７～８及び席上配付資料、追加資料に基づき、それぞれ報告があった。 

 

11 国際部から、平成 22 年度国際化拠点整備事業（グローバル 30）の申請に当たって、平成 22 年

度以降に英語コースを開設する計画のある教育組織は10月30日までに国際部国際企画課へ申請願

いたい旨の説明があった。 

 

  

〔その他〕 

１ 合志監事から、監事監査について、本年度は 9 月末から 12 月上旬にかけて実施予定である旨の

説明があった。 

 

以 上 


